
添付書類一覧表 
     兼業の区分                            添 付 書 類 

営

利

企

業 

技術移転兼業 ・定款 ・組織図 
 ・営業報告書 
 ・技術移転兼業に係る職員が就こうとする役員等の職名及び職務内容がわ 
  かる技術移転事業者が作成した書面 
 ・その他参考となる資料（特許・学位論文等知見に関し参考となる資料，必要に応 
 じて勤務時間割り振り表等） 
研究成果活用兼業 ・定款 ・組織図 
 ・営業報告書 
 ・研究成果活用兼業に係る職員が就こうとする役員等の職名及び職務内容， 
  本学に対する契約の締結に係る折衝業務（研究成果活用事業に関するも 
  のを除く。）の有無がわかる研究成果活用企業が作成した書面 
 ・研究成果活用企業が研究成果の事業化に関連して国等から受けている支 
  援措置の内容を明らかにする資料 
 ・その他参考となる資料（研究成果の事業化に関する資料，当該研究の内容に関する 
  資料，必要に応じて勤務時間割り振り表等） 
監査役等兼業 ・定款  
 ・組織図 
 ・営業報告書 
 ・その他参考となる資料（特許・学位論文等知見に関し参考となる資料，必要に応 
  じて勤務時間割り振り表等） 
営利企業の事業以外  
の兼業 ・定款，寄附行為又はその他事業内容の確認できる書類 
 ・その他参考となる資料 

営
利
企
業
以
外 

営利企業以外の団体 ※委嘱期間が１年を超える場合は，任期の定めのある規程等 
の兼業  
教育に関する兼業  
国等の行政機関の兼業 

独立行政法人の兼業 

国立大学法人等の兼業 

・参考となる資料 

 ※委嘱期間が１年を超える場合は，任期の定めのある規程等 

法曹実務家教育職員の実務

に係る兼業 ・参考となる資料 

自

営

の

兼

業 
不動産又は駐車場 ・不動産登記簿の謄本，不動産の図面等賃貸する不動産又は駐車場の状況 
の賃貸の兼業  を明らかにする書面 
 ・賃貸契約書の写し等賃貸料収入額を明らかにする書面 
 ・不動産管理会社に管理業務を委託する契約書の写し等不動産又は駐車場 
  の賃貸に係る管理業務の方法を明らかにする書面 
 ・事業主の名義が兼業しようとする職員の名義以外の名義である場合にお 
  いては，当該事業主の氏名及び当該職員との続柄並びに当該職員の当該 
  事業への関与の度合がわかる書面 
 ・その他参考となる資料（除籍抄本の写し等） 
不動産又は駐車場 ・職員が当該事業を継承したことを明らかにする書面 
の賃貸以外の兼業 ・事業報告書，組織図，事業場の見取り図等当該事業の概要を明らかにす 
  る書面 
 ・職員以外の者を当該事業の業務の遂行のための責任者としていることな 
  ど職員の職務の遂行に影響がないことを明らかにする調書 
 ・事業主の名義が兼業しようとする職員の名義以外の名義である場合にお 
  いては，当該事業主の氏名及び当該職員との続柄並びに当該職員の当該 
  事業への関与の度合がわかる書面 
 ・その他参考となる資料 
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